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Detabse of Resource Allocations in Science, Technology and Innovation Policy
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(NISTEP) ,  Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology (MEXT)
ABSTRACT
As part of the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology's project to
promote the "Science of Science Policy”, NISTEP constructed a detabse of resource allocations in 
Science, Technology and Innovation Policy, in order to contribute to policy-making and policy 
studies for Science, Technology and Innovation Policy.
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科学技術関係経費関係データを NISTEP Report No. 84「第１期及び第 2 期科学技術基本
計画中の政府研究開発投資の内容分析」（科学技術政策研究所・（株）三菱総合研究所、2005
年）（以下、「NISTEP Report No. 84」という）の項目分類基準（NISTEP Report No.84 
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表 2-2 科学技術白書に掲載されている科学技術に関連する予算の集計方法の変更経緯 
白書年次 集計方法の変更に関する記述 
S51 年版 昭和 46 年度にさかのぼって試算方法を一部変更したので、昭和 46〜49 年度の予
算額は昭和 49 年度科学技術白書の数字と一致しない。 
S52 年版 昭和 48 年度より試算方法を一部変更したので、昭和 48〜50 年度予算額は 50 年
度科学技術白書の数字と一致しない。 
S53 年版 試算方法を一部変更したので、昭和 51 年度科学技術白書の数字と一致しない。 
S57 年版 エネルギー対策費は、昭和 53 年度に新設された予算分類上の主要経費区分である
が、ここでは便宜上、この分類を昭和 52 年度についても適用し、算出した。 
H9 年版 科学技術基本計画の策定を踏まえ、平成 8 年度以降、対象経費の範囲が見直され
ている。 
H14 年版 第 2 期科学技術基本計画の策定を踏まえ、平成 13 年度以降、対象経費の範囲が見
直されている。 


































昭和 41 年版白書（1965 年度予算を掲載）から調査することとした。 





成 23 年 7 月に発行されており、掲載されている予算データは平成 22 年度のものである。 
 
表 2-1 科学技術白書に掲載されている科学技術に関連する予算の名称 
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文献資料としては、NISTEP Report No. 84、科学技術白書各年版、科学技術関係経費の
当初予算ベースの集計データ、科学技術指標、OECD 資料の各資料を用いる。 
 
表 2-3 調査に当たって活用した資料  
１．既存調査 










文部科学省 科学技術政策研究所「科学技術指標」平成 3 年版 
 
５．OECD 資料 
1) OECD DAS/SPR 73.35 
2) OECD Total Specific Government Suport R&D Fuonding 
    by Socio-Economic Objective Table 2.9) 
3) OECD Stat, Main Science and Technology Indicators, June 2011 
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式は全てマイクロソフト Excel である。 
 
表 3-1 作成したデータベース一覧表 
集計対象年度 集計対象
A01 科学技術関係経費の合計（白書ベース） 1970～2011年度 ・「科学技術関係経費」の全部
・当初予算のみ





B03 会計別の科学技術関係経費 2001～2011年度 ・「科学技術関係経費」の全部
・当初予算のみ

















E01 使途別の（一会）科学技術振興費「等」 1970～1988年度 ・1970～77年度は、（一会）科学技術振興費の一致。1978
年度からは（一会）科学技術振興費と（一会）エネルギー
対策費の計
F01 予算所管機関別の科学技術関係経費 1991～2011年度 ・「科学技術関係経費」の全部
・当初予算のみ
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一般会計・科学技術振興費は、1970 年代前半には科学技術関係経費の 4 割超を占めたが、










次の折れ線グラフにみるように、1970 年度から 1980 年度にかけては年率 10％を超える
勢いで増加し、10 年間で予算額は約 5 倍になった。1980 年代前半は伸びが鈍化したが、1989
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出所：科学技術白書掲載データより作成 
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油及びエネルギー需要構造高度化対策」（2011 年度 3,046 億円）、特別会計「電源開発促進








































































図 4-5 一般会計・特別会計別の科学技術関係経費構成比の推移（単位：億円） 
(2) 個別会計別
2001 年度以降の科学技術関係経費について、主な会計別の推移を把握した。 
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国立学校（大学院・学部等） １兆６，０２２億円 ６，５３８億円 
大学附属病院 ６，２３２億円 ４０５億円 
研究所 １，７８１億円 １，７０５億円 
産学連携等研究費 １，１３９億円 １，１３９億円 
施設整備費 １，５２５億円 ７７３億円 
沖縄国立高等専門学校施設整備費 ６７億円 ３３億円 
特別施設整備費 １７４億円 ８５億円 
船舶建造費 ６億円 ３億円 
特別施設整備資金へ繰入 ９億円 － 
国債整理基金特別会計へ繰入 １，０８４億円 － 
予備費 ５億円 － 
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農林水産省の構成比が 1970 年度の 6%超から下降し 1980 年代半ばには 3％台になった。 





総務省（旧郵政省、旧自治省）は、1980 年代から 1990 年代にかけてシェアが上昇した
が、2000 年代には下降した。 
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注２  ：補助金、委託金の内訳は把握できるもののみを集計（大半は把握不能）。 
データ ：文部科学省科学技術・学術政策局資料及び各年版より作成 
出所：科学技術政策研究所・（株）三菱総合研究所「第１期及び第 2期科学技術基本計画中の政府研究開発
投資の内容分析」NISTEP Report No.84,2005年 












〔NISTEP Report No. 84 における集計〕 
本省部局の所掌として計上されている科学技術関係経費については、その大半が本省部局
から外部へと交付されているものである。2004（平成 16）年度（当初予算）には、本省部
局の科学技術関係経費 9,943 億円のうち、約 9 割が外部へ交付されたものとなっている。
中でも、補助金としての交付が最も多く 50.8％、次いで委託費が 21.9％となっている。補
助金については、明確に把握できる集計範囲では、自治体や財団法人、社団法人等への補助
金が約 250 億円となっている。委託金については、把握できるものの中では民間が約 160





図 4-14 本省部局から交付されている       図 4-15 本省部局からの交付方式 
     予算額及び交付の割合 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局より作成 
出所：科学技術政策研究所・（株）三菱総合研究所「第１期及び第 2期科学技術基本計画中の政府研究開発
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図 4-14 本省部局から交付されている       図 4-15 本省部局からの交付方式 
     予算額及び交付の割合 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局より作成 
出所：科学技術政策研究所・（株）三菱総合研究所「第１期及び第 2期科学技術基本計画中の政府研究開発







2001 年度から 2008 年度まで、科学技術関係経費については、個別事項について文部科
学省科学技術・学術政策局において「研究費」「人件費」「施設費」等の使途別分類がなされ
ていた。なお、この分類は、現在も行われているが、2009 年度より、「運営費」「施設費」
「その他」の 3 区分に簡素化された。 
 
表 4-18 科学技術関係経費使途別集計の定義（2001～2008 年度） 
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その推移をみると、科学技術基本計画 1 期の後半に増加し、2000（平成 12）年度以降ほ
ぼ横ばいで推移している。これに対して、国立大学において外部資金である競争的資金は、
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使途別の構成比をみると、研究費は 1991（平成 3）年度以降 4 割を超えるシェアで推移
している。人件費は 1991（平成 3）年度の 26.1％から、2000（平成 12）年度 17.5％、2003
（平成 15）年度 15.8％と縮小の傾向を示している。施設費は補正予算措置の大小により 1
～2 割の範囲で変動している。 






注１ ：平成 13年（2001）度以降は集計方法が異なる。 
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NISTEP Report No. 84 では、1991～2004 年度について使途別の予算額の推計を行って
いたので、その結果を示す。 
 
〔NISTEP Report No. 84 における推計結果〕 
使途別にみると、最も多くを占めるのが研究費で、プレ１期末の 1995（平成 7）年度の
1 兆,3,453 億円から１期計画末には 1 兆 7,451 億円（2000（平成 12）年度）と増加してい
る。 
施設費は補正予算によって配分されることが多いこともあり、2,000 億円から 8,000 億円
の範囲で変動している。 




２期の 2004（平成 16）年度では、研究費が 1 兆 1,032 億円、施設費（独立行政法人及び
国立大学法人等を含む）が 1,712 億円、人件費が 870 億円となっており、これに加えて、
特殊法人、国立試験研究機関の独法化による独立行政法人運営費交付金が 8,833 億円、国
立大学法人関係経費（施設費を除く）が 9,693 億円となっている。 
 
注１ ：平成 13年（2001）度以降は集計方法が異なる。 
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図 4-21 使途別にみた科学技術関係経費の推移（当初予算＋補正予算） 
平成7年度 平成12年度 平成16年度
研究費 1兆3,453億円 1兆7,451億円 1兆1,032億円
人件費 6,161億円 6,552億円 870億円
施設費 6,709億円 3,853億円 1,712億円
独法運営費交付金 － － 8,833億円
国立大学法人 － － 9,693億円
その他 5,526億円 9,681億円 4,116億円
合計 3兆1,849億円 3兆7,537億円 3兆6,255億円
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本省部局の構成比は、1991 年度には、20％であったが 2011 年度には 31％にまで上昇して
いる。大学等の構成比は 1991 年度の 43％から 2011 年度には 36％にまで低下している。 











































































本省部局の構成比は、1991 年度には、20％であったが 2011 年度には 31％にまで上昇して
いる。大学等の構成比は 1991 年度の 43％から 2011 年度には 36％にまで低下している。 






















図 4-23 機関種別の科学技術関係経費総額の推移・当初予算（単位：億円） 
 27 
 















ライフサイエンス 情報通信 環境 ナノテク・材料
エネルギー 製造技術 社会基盤 フロンティア
人文社会 その他・理学的研究 分類不能


































発投資の内容分析」NISTEP Report No.84,2005 年 






3154 3195 3393 3522 3476 3,154 3,137 3,315 3,461 3,300
1622 1699 1780 1878 1859 1,726 1,681 1,613 1,580 1,392
848 978 1062
1411 1334
1,190 1,281 1,228 1,217 1,112
538 587




5,063 5,050 4,598 4,462 4,896
125
113 120 125 145


























図 4-25 科学技術関係経費の推移（８分野別、大学等関係費を除く、単位：億円） 
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表 4-29 社会・経済目的別分類（フラスカティマニュアル 2002） 
分類 フラスカティ・マニュアルにおける分類記述
地球の探索・開発 Exploration and exploitation of the Earth
環境 Environment
宇宙の探索・開発 Exploration and exploitation of space
輸送・通信その他の社会基盤 Transport, telecommunication and other infrastructures
エネルギー Energy




文化、余暇、宗教、マスメディア Culture, recreation religion and mass media
政治、社会の制度・構造・方法 Political and social systems, structures and processes
知識の進展：大学経費による研究開発 General advancement of knowledge : R&D financed from General University Funds (GUF)
知識の進展：大学経費以外による研究開発 General advancement of knowledge : R&D financed from other sources than GUF
防衛 Defence  
 
現在、日本の社会・経済目的別の政府研究開発投資額として利用可能なデータとしては、
OECD Main science and technology indicators による統計値（1988～2010 年）、科学技術
政策研究所「科学技術指標 平成 3 年版」（1985～1991 年）、OECD 各国研究開発統計（1961







1975 年と 1980 年の 2 カ年は「知識の進展：大学経費による研究開発」を除いた構成比に
関するデータを入手することができた 2。その結果をに示す。 
さらに参考として、図 4-30 から「知識の進展：大学経費による研究開発」を除いた構成
費を求め、図 4-31 の 2 カ年を合わせた推移を示す。大きな割合をめる「知識の進展：大学
経費による研究開発」を除くと、「農業」や「エネルギー」分野の減少傾向や「知識の進展：
大学経費以外による研究開発」の増加傾向をより顕著に見ることができる。
                                                   











































































平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度
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出所：同上 
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出所：1961～1961: OECD DAS/SPR 73.35 Page461 
      1985～1987:科学技術指標 平成 3 年版 
      1988～2010: OECD Stat, Main Science and Technology Indicators, June 2011 
図 4-30 社会・経済目的別政府研究開発費の推移（日本） 
注）値の欠損期である 1971 年から 1984 年のうち、1975 年、1980 年については OECD 統計で
の調査の存在を確認している。ただしその値は公的投資に「General advancement of 
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出所：OECD (Total Specific Government Suport R&D Fuonding by Socio-Economic Objective Table 
2.9) 
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